要旨

　近年わが国の組織形態は、2005（平成17）年の合同会社や有限責任事業組合の出現にみられるように多様化してきた。これら様々な組織形態に対する課税方式は大きく分けて二つあり、一つは「構成員課税」、もう一つは「法人課税」である。そして、現在わが国で両者を区分するメルクマールは法人格の有無である。

　しかし、この「法人格」は私法からの借用概念であるため、法人格の有無というメルクマールだけをもって両者を区分していては、組織の実態に応じた課税が困難となることは容易に想像がつく。このとき組織の実態に応じた課税が困難となるケースは、「構成員課税が行われるべきであるが法人課税が行われるケース」と、「法人課税が行われるべきであるが構成員課税が行われるケース」の二つが考えられ、特に問題となるのは前者である。

　この問題に対する現行税制の枠内における対応として、「法人格否認の法理の適用」と、「実質所得者課税の原則の適用」という二つの方法が挙げられるが、いずれも適用は困難である。このため、法人格の有無ではない新たな峻別基準の作成が必要であることがわかる。

　しかし、これまでわが国で税務上採られてきた対応は、「法人格を有する組織を、法人課税の対象から外す」というものではなく、「法人格をもたない組織を、法人課税の対象とする」というように、法人課税の範囲を広げるものである。このような対応が採られてきた理由は、法人税を課すことにより執行コストを削減し、税収を容易に確保するなど、法人税の課税根拠と密接に関連しているのである。

　以上のことから、理論上は新たな峻別基準の作成が必要であるが、税務上それとは異なる対応が採られていることがわかる。これにより、より一層新基準の作成が必要であるといえよう。
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結語

問題の所在
1940（昭和15）年に法人税法が所得税法から独立して以来現在に至るまで、わが国では原則として「法人には法人税、個人には所得税」という二分法により課税がなされている
。そして、基本的に法人格の有無が両者を区分するメルクマールとなっている。

　しかし、近年わが国の組織形態
は、2005（平成17）年の合同会社や有限責任事業組合の出現にみられるように多様化してきた。それにより、法人格の有無をメルクマールとした従来の枠組みでは対応できない組織が出現した。これは、組織に対する所得課税の問題として重大なものである。

ところで、組織に対する所得課税の問題はわが国でかねてより存在している。それは、実態が個人企業と変わらない組織が法人成りすることによって法人課税の対象となり、実態に応じた課税がなされない、というものである
。このことは現在に至るまで解決されておらず、組織に対する所得課税の問題は古くて新しいものであるといえる。
そこで本稿では、現行のメルクマールの問題点と、組織形態の多様化に対応した構成員課税と法人課税の新たな峻別基準の作成の必要性、について考察する。
本稿の構成としては、まず第一章で近年の組織形態の多様化の経緯や、それに対する税制の動向を確認する。次に、第二章で課税方式が導管課税と実体課税の二つに分類されることを説明する。さらに、第三章で法人格の有無が構成員課税と法人課税を区分するメルクマールとなっていることを示し、新たな峻別基準の作成の必要性について言及する。最後に、第四章で各国の税制を比較法的観点から考察し、その峻別基準を探ってみる。
第一章　組織形態の多様化と税制の動向

１．はじめに

近年、新しい組織が次々と生まれ組織形態が多様化しているが、特に1998（平成10）年以降にその傾向は著しい。そして、これらの組織に対してどのように課税すべきか、関心が高まっている。

本章では、まず2節で、これらの多様化した組織形態を分類し、その上で各々の概要と目的をみていく。次に3節では、このような組織形態の多様化に応じて採られた税制上の措置をみていく。主に、SPC、証券投資法人、投資信託に対してペイ・スルー課税が実施されるに至った経緯に着目して、税制の動向を確認していく。

２．組織形態に関する法制度の展開

ここでは、1998（平成10）年以降誕生した組織を、法人、特別法上の法人、組合・信託の三つに分けて説明する。

まず、法人としては、特定目的会社（SPC）、証券投資法人、投資法人、合同会社の四つが挙げられる。SPCと証券投資法人は、1998（平成10）年にそれぞれ「特定目的会社による特定資産の流動化に関する法律」、「証券投資信託及び証券投資法人に関する法律」を法律上の根拠として誕生した。しかし、「証券投資信託及び証券投資法人に関する法律」が、2000（平成12）年に「投資信託及び投資法人に関する法律」へと改正されたことにより、証券投資法人は、投資法人へと名称が変更されている。投資法人とは、資産運用方針・資金調達方針を決定する主体であるが、実際に調達した資金をどの不動産に投資するか等の専門的判断は、すべて投資信託委託業者が行うという形式の法人である。最後に、合同会社とは、2006（平成18）年に「会社法」を法律上の根拠とし、合同会社の社員はすべて会社債務に対し有限責任とされ、人的会社でありつつ、会社の意思決定や、利益配分が出資比率によらず自由に決定できるという新たな会社形態である。また、合同会社は会社であるため法人税が適用される。

次に、特別法上の法人としては、NPO法人、中間法人等が挙げられる
。前者は、1998（平成10）年に「特定非営利活動促進法」、後者は、2001（平成13）年に「中間法人法」を法律上の根拠として誕生した。

　最後に組合・信託としては、中小企業等投資事業有限責任組合、投資事業有限責任組合、有限責任事業組合等が挙げられる
。中小企業等投資事業有限責任組合は、1998（平成10）年に「中小企業等投資事業有限責任組合契約に関する法律」を法律上の根拠として誕生した組合である。しかし、「中小企業等投資事業有限責任組合契約に関する法律」が、2004（平成16）年に「投資事業有限責任組合契約に関する法律」へと改正されたことにより、中小企業等投資事業有限責任組合は、投資事業有限責任組合へと名称が変更されている。投資事業有限責任組合とは、民法上の任意組合を登記することで、一部の組合員を有限責任とした組合である。そして、有限責任事業組合とは、2005（平成17）年「有限責任事業組合契約に関する法律」を法律上の根拠とする組合である。有限責任事業組合は、構成員全員が有限責任で損益や権限の分配が自由に決められるなど内部自治が徹底され、組合ではなく構成員に対して課税がなされるといった特徴がある。
３．税制の動向
　2節で述べたとおり、組織形態の多様化が行われている。これに呼応する形で、税制も新たな動きをみせている。その初めが1998（平成10）年のSPCと証券投資法人である。「資産の流動化」という特定の目的のために存在し得るSPCが商法上の会社とは異なる新たな法人として創設された。このSPCを活用して、指名金銭債権や不動産といった一定の資産を裏付けとした有価証券を発行する仕組みが創設された。なおSPCについては、「資産の流動化のためにのみ用いられる特殊な会社であって導管的な存在にすぎないものであることから、税制上もこれに適合した課税上の取扱いをする観点から所要の措置を講ずる」[大蔵財務協会（1998）,464頁]とした。また、会社組織を利用した証券投資信託と同様の集合的投資スキーム
である、いわゆる会社型投資信託が創設された。この証券投資法人は、「実質的には運用資産の集合体にすぎないものであることから、税制上もこれに適合した課税上の取扱いをする観点から、所要の措置を講ずる」[469頁]ことが必要とされた。このような理由から、これら二つの組織は法人であるが、一定の要件の下ペイ・スルー課税が導入されることとなった。ペイ・スルー課税とは、各事業年度の利益配当の額が配当可能金額の90％を超えるなどの要件を満たし、出資者への配当に対する所得税の課税が確保されている場合には、当該配当の額を損金に算入することが認められ（租税特別措置法第67条の14、15）、実質的に法人課税は免除されるというものである。

　投資の集積は投資信託という法人格をもたないファンド
で行われるのが一般的であった。しかし、SPC及び証券投資法人の立法に結実するような法人格を有するファンドによる投資の集積や資産の流動化の要請が高まるにつれて、二種類のファンド間の租税負担の均衡の維持が求められるようになった[佐藤（2001）,109頁]。これを解決するために、2000（平成12）年に一定範囲の投資信託（特定目的信託）が実質的な法人税の納税義務を負わされるとともに（法人税法第7条の2、第82条の2～16）、それらにつき、従来のSPC等とほぼ同様の要件のもとでペイ・スルー課税が認められた（租税特別措置法第67条の14、15、第68条の3の3、4）。つまり、実質的な法人税負担を免れることができるようになったのである[109頁]。これにより、二種類のファンド間の租税負担の均衡の維持を図るという問題は一応解決したといえる。しかし、従来の「法人には法人税、個人には所得税」という二分法による法人課税の方式には大きな例外ができることとなってしまった。

４．むすび

　本章では、近年、組織形態が多様化してきたことと、それらの一部の組織に対して、税務上ペイ・スルー課税という対応が採られたことをみてきた。しかし、その対応によって、従来の二分法にはあてはまらないケースが生じたことを明らかにした。
　次章では、現在わが国においてどのような課税方式が採られているのかをアメリカのALI（1999）を用いてみていき、その課税根拠について考察していく。
第二章　組織に対する課税方式

1． はじめに

　第一章では、組織形態の多様化と税制の動向について述べたが、組織形態の多様化が進むにつれてどのような課税方式が組織に適用されるかが重要となってくる。様々な組織形態に対する課税方式としてどのようなものがあるか。一つは「導管課税」、もう一つは「実体課税」と大きく分けてこの二つがあると考えられる。

　次節以降では、アメリカのALI（1999）を参考として説明し、わが国の現行税制に対応させた上で課税方式について考察する。
２．構成員課税と法人課税

　ここでは、ALI（1999）の内容から、アメリカにおける様々な組織形態に対してどのような課税方式が採られているのか、そしてそれらがわが国の現行税制とどのように対応するのかを説明していく。

　まず、ALI（1999）によれば、企業（firm）が稼得する所得に対する課税方式は二通りあり、一つは導管課税（conduit taxation）、もう一つは実体課税（entity taxation）である[p.67]
。そして導管課税の下では企業はその株主（owner）とは区別され、課税対象としては扱われない[p.68]。つまり、組織段階では課税せず、その利益が構成員に分配されてから、すべての構成員に対して所得税（income tax）として課税するのである。このように、課税が企業をあたかも導管のように通り抜けていく（pass through）ことから導管課税と呼ばれている。また、それとは対照的に、実体課税は企業それ自体を課税可能な実体（a taxable entity）として扱い[p.68]、組織段階での課税を行い構成員には利益の配分時まで課税しないアプローチである。しかし、この実体課税では、企業の利益に対して課税されるのだが、その課税後の利益を配当された株主にもその配当に対して所得税（income tax）を課されるため、二重課税になるのではないかという問題点もある[p.68]。ALI（1999）では、これら二通りの課税方式が存在することを述べた上で、公平性の面から見れば、導管課税の方が好ましいのは明らかであるが、課税の能率（efficiency）や法令遵守（compliance）、行政（administration）の面を考慮した場合、実体課税の方が優れているとし、それぞれにメリットとデメリットがあることを指摘している[pp.100～101]。

この二つの課税方式がそれぞれどのような企業に対して適用されるのかということについては、アメリカで様々な議論がなされてきたが、その経緯については後の第四章で詳しく述べるのでここでは触れないこととする。

　アメリカではこれら二通りの課税方式が採られているが、この二つをわが国の現行税制に対応させてみると、アメリカでの「導管課税」と「実体課税」はそれぞれわが国における「構成員課税」と「法人課税」となる。わが国においての構成員課税と法人課税のそれぞれについて説明しておく。まず、構成員課税は組織の段階では課税がなされず、組織の損益がその構成員に通り抜けることから「パス・スルー課税」とも呼ばれるものであり、民法上の任意組合や商法上の匿名組合、有限責任事業組合、投資事業有限責任組合に適用されているため「組合課税」とも呼ばれる。当然、その納税義務者は組織の構成員ということになる。次に法人課税は、「法人格」をもつ組織に課される課税方式であり、その納税義務者は次のように定義されている（法人税法第4条）。①内国法人は法人税を納める義務がある
。②外国法人は法人税を納める義務がある
。③公共法人は、①、②に拘らず法人税を納める義務はない。しかし、近年では、第一章で述べたペイ・スルー課税等にみられるように、法人課税のルールは組織形態の多様化と共に複雑化している。

　このように、日米共に企業の所得に対する課税方式は二種類あることがわかる。では、なぜ二種類の課税方式が必要なのか。次節では法人課税が必要であるとする根拠についての考察を行う。　
３．法人税の課税根拠

　第一章で述べたように、近年におけるわが国の組織形態の誕生・多様化は著しく、それらの組織の多くは法人課税の対象となっている。では、なぜ構成員課税ではなく法人課税の対象となるのか、その疑問を解くため法人税の課税根拠を検討する。

　一般的に法人税の課税根拠には大別して二つの考え方がある。一つは、法人は与えられた事業を遂行するために作られた個人の集合体とした場合における、所得税の前どりとする考え方
である。もう一つは、現代社会において所有と経営が分離しているという理由から、法人は社会的実在とした場合における、法人の担税力に着目して課される独自の租税とする考え方である[金子（2007）,230頁]。

　このような伝統的な課税根拠以外にも執行上の点からも様々な課税根拠が挙げられる。例えば、構成員課税を行うとすべての組織に対応する課税ルールを制定しなくてはならないため、過大な執行コストがかかってしまうこととなる
。具体的には、「利害関係者の権利義務が複雑な場合、組織の稼得する損益を税務上どのように利害関係者に割り当てるべきかが難しくなる。また、上場会社の株主のように、利害関係者が多数存在しその人的構成が時々刻々と変動する場合、構成員課税は事実上執行することが困難である。」[増井（2003）,105～106頁]という見解である。そこでそのような場合には、個人所得税を採用するよりも、組織の段階で「法人税」を課すことが好ましい。それにより執行コストが削減され、容易に税収が確保できる
。このような執行上の困難を軽減するとともに容易な税収確保の実現という点から考察すると、法人税を課すことが必要と考えられる。つまり、法人税は個人所得税を補完するものだといえよう[増井（2002）,12頁]。
４．むすび

　本章では、アメリカのALI（1999）をもとに、日米の課税方式を比較検討した。ALI（1999）から、「導管課税」と「実体課税」は、わが国の「構成員課税」と「法人課税」に対応することが明らかとなった。さらに、その法人税の課税根拠を一般的な考え方と税務執行上の二つの観点から考察し、法人課税の必要性を確認した。

　次章では、「構成員課税」と「法人課税」の峻別基準とは何かを示す。そして、組織形態が多様化している今日において、現行の峻別基準による対応は可能なのだろうか。また、どのような問題をはらんでいるのかを述べていく。
第3章 構成員課税と法人課税の峻別基準

1． はじめに

第2章で述べたとおり、現在わが国では原則として「法人には法人税、個人には所得税」という二分法が適用されている。しかし、この従来の方法では、第一章で述べた組織形態の多様化に対処しきれず、理論上二通りの「実態に応じた課税がなされない」という問題が生じてしまうのではないか、と考えられ得る。

そして、次節以降で詳しく述べるが、この問題には構成員課税と法人課税の峻別基準が深く関係している。そこで本章では、従来の課税方式における峻別基準を示した上で、この問題を検討する。

２．現行峻別基準により生ずる問題 
第二章で示したとおり、わが国の税法上、法人税の納税義務者は法人である。では、法人の定義とは何か。

　法人税法では、内国法人について「国内に本店又は主たる事務所を有する法人をいう。」と説明し、また、外国法人について「内国法人以外の法人をいう。」と説明している（法人税法第2条）。しかし、これはあくまで法人についての説明に過ぎず、法人の定義とは言い難い。法人税法には、法人の定義は存在せず、説明にとどまっている。

四宮・能見（2005）によれば、法人とは「自然人以外で権利義務の主体となりうるもの」[75頁]であり、法人が成立するには、「法律の定める一定の要件を充たして『法人格』の付与を受けなければならない」[75頁]とされている。法人格とは、この権利義務の主体となることができる法律上の資格を総称したものである。
　これを受けて、民法、会社法等ではその設立根拠を示している。例えば、会社法には「会社は、法人とする。」とあり、すべての会社を法人としている（会社法第3条）。また、その中には人的会社である合名会社や合資会社、合同会社も含まれる（会社法第2条）。会社が法人とされる以上、そのすべてが法人税の納税義務者となる。法人税の納税義務者は、私法上の法人の定義によって対象が決定されているということである。つまり、法人の定義は様々な私法からの借用概念であるといえる
。このことから、わが国では法人税の納税義務者であるか否かは法人であるか否かであり、構成員課税と法人課税を区分するメルクマールは原則的に、「私法上の法人格」の有無であるということがわかる。

　それでは、法人格を付与する意義とは何か。法人格を有する団体は、その所有する不動産について、団体名で登記することができる。これによって、団体自身の財産ができるのである。また、法人である団体は基本的に有限責任となっており、負債が発生した場合に団体自身がその債務者となり、構成員である個人の財産には影響しない。団体の代表者についても同様である[76～77頁]。法人格付与には以上のような法的意義がある。

　しかし、民法や会社法では、組織に対して法人格を与えるかどうかの判断が、租税法的な視点から全く述べられていない。私法からの借用概念である「法人格」の有無というメルクマールだけをもって法人課税の対象を決定する方法では、組織の実態に応じた課税が困難となることは容易に想像できる。
実際に新たな組織が生まれ、その形態が多様化してきているわが国において、組織の実態に応じた課税が困難となるケースが度々生じてきた。これは現行の基準で判断する画一的な対応では限界があることの結果であり、この点については、2000（平成12）年の政府税制調査会答申においても強調されている。

そのケースというのは二通り考えられ、一方は「構成員課税が行われるべきであるが法人課税が行われるケース」、もう一方は「法人課税が行われるべきであるが構成員課税が行われるケース」である。「現行法上の線引きは、基本的に『法人』という概念に依存している」[増井（2002）,19頁]ので、つまり構成員課税が適用されるべきである組織でも、法人格さえ有していれば、法人税の納税義務者となる。反対に、実態は法人と変わりない企業形態であっても、法人格が与えられていないが故に、構成員課税が適用されている組織も存在していると理論的に想定することができる。

それでは、実際にどのような組織がその「例外」に当てはまるのか。そして、それらに対しどのような例外規定が採られてきたのだろうか。
構成員課税が行われるべきであるが法人課税が行われるケースの実例として、古くは個人企業の法人成りが挙げられる。1956（昭和31）年12月の臨時税制調査会答申によると、ある程度の所得を有する個人事業者が、その企業を法人に組織替えする傾向が顕著となっていることが問題とされており、原因は企業を法人形態としたほうが個人形態としておくよりも税負担が軽くなることにあるとしている[168頁]。このような問題の解決策として、法人成りした事業者に対して構成員課税を行うという方法と、個人形態の事業者に対して法人課税を行うという方法があると考えられるが、いわゆる中小法人と個人企業との税負担の調整を重視するならば、前者を採用することが妥当だと考えられる[坂本（2005）,25～26頁]。
最近の組織形態においては、合名会社、合資会社、SPCや投資法人、そして合同会社である。合名会社、合資会社、これらの本質は組合であるが、会社は法人格を有し、権利義務の主体である点が尊重され、法人課税が行われている[武田（2001）,334～335頁]。SPCや投資法人については、組織独自の積極的な意思決定等が行われていないため、構成員課税が行われるべきであるが、形式的には法人格を有しており、法人税が課税される[中里（2000）,199頁]。第一章でも述べたように、これらの組織に対してはペイ・スルー課税が導入されているが、これは根本的な解決策とはいえないであろう。合同会社についても、「組合的規律が適用される、いわゆる人的会社」[根田（2005）,36頁]であるが、法人格を有しているが故に法人課税がなされている。参議院の会社法案（閣法第81号）の附帯決議においても、「合同会社に対する課税については、会社の利用状況、運用実態等を踏まえ、必要があれば、対応措置を検討すること。」とされている。
もう一方の、法人課税が行われるべきであるが構成員課税が行われるケースについて、その実例は存在しない。その理由としては、第二章で述べた法人課税の根拠に関連するが、個人所得税の存在を前提とする場合、そもそも法人税というのは個人所得税の補完的なものとして、現実的には、構成員課税の執行コストを軽減するために必要とされるものであるため、「法人課税が行われるべき」という前提自体が成り立たないためであると考えられる。
３．新たな峻別基準作成の必要性
前節で述べたとおり、現在わが国では、法人格さえ有していれば法人税の納税義務者となる。それにより、実態に応じた課税が行われないケースも実在している。それでは、法人に対して法人格を否認し、構成員課税を課すことはできないのか。これに対し、法人格否認の法理
に基づいて法人格自体を否認する方法と、実質所得者課税の原則（法人税法第11条）に基づいて所得が帰属していないとする方法が考えられる。
　まず、法人格否認の法理は租税実体法上において、認められる余地はほとんどないとされている
。例えば、同族会社についての特別規定や留保所得につき、特別の課税を課すことは、法人格の否認という一般法理でなく、特別の手当を立法上なすことにより問題を解決する趣旨だと解することが可能だからである[矢沢（1966）,45頁]。また、租税回避行為もその否認に対しきわめて厳重な要件下のみ認められるべきであり、法人成りに対しても、唯一の動機が租税回避であると断定するのは、困難であり、取引上決して異常な形式であるとはみられないからである[45頁]。

次に、実質所得者課税の原則
では、解釈として法的帰属説
と経済的帰属説
の二つがある。この2つの解釈はどちらとも租税回避の否認と同じ構造をもつ[岡村（2004）,21頁]。しかし、この原則は、形式よりは実質に即して所得の法律上の帰属を判定すべきことを定めたものであるので、法律上の帰属関係から離れ、経済上の帰属に即して課税することを認め、または要求する趣旨でないと解する限り、適用する余地はほとんどない[矢沢（1966）,45頁]。
現行税制の枠内における対応が困難であるとなると、法人格の有無というメルクマールではない新たな峻別基準が必要ということになる。このことが、2000（平成12）年7月の政府税制調査会中期答申『わが国税制の現状と課題‐21世紀に向けた国民の参加と選択‐』においても、｢法人税の課税対象となる事業体が、法人格の有無により決定されるというこれまでの取り扱いについては再検討する必要があり、その事業や投資活動の内容、経済的意義、法的性格などを踏まえ、適切な課税を確保する観点から、その課税のあり方について検討する必要があります。」[190頁]、「法人格を持たない事業体を法人課税上どのように取り扱うかという問題は、法人税制全体に関わるものですが、少なくとも外国の多様な事業体に係るクロスボーダー取引の場面において、法人課税の対象について法人格の有無ではなく、活動の内容など実質的な基準により判断する税法上の認識ルールを作ることや事業体に係る情報の収集方法などについて、諸外国の例も参考にして検討することが必要と考えます。」[344頁]と述べられている。
４．むすび

本章から、「私法上の法人格」の有無という税法的な視点によらないメルクマールに基づく課税により、組織の実態に応じた課税が行われていないという問題が明らかとなった。
しかし、これに対し現在のわが国税制枠内においては解決の糸口は見つからない。このため、新たな峻別基準の作成が現状での解決策となることが、政府税制調査会からも指摘されていることを示した。

そこで、次章では欧米諸国へ視野を広げ、主にアメリカの組織課税のルールに焦点を当て、さらにドイツ、フランスの例についてもわが国税制と比較し、これまでのわが国税制を離れた視点から、組織課税のルールについて検討していくこととする。
第四章　諸外国における組織課税のルール
１．はじめに

第三章では、わが国における構成員課税と法人課税の峻別基準について取り上げ、わが国では、法人格の有無が両者を区分するメルクマールとなっていることを示した。また、この現行のメルクマールの問題点を指摘し、新たな峻別基準作成の必要性について言及した。

　新たな峻別基準を作成するためには、政府税制調査会の指摘にもあるように、諸外国の例を参考にすることが必要である。構成員課税と法人課税との区分のメルクマールを何に求めるかについて、各国はさまざまな対応をしている。中でもアメリカは、法人税の課税対象の定め方について、歴史的にみて、豊富な議論の蓄積を有している。そこで本章では、アメリカの議論を中心に、ドイツ、フランス各国の税制にも触れていく。さらに、各国の税制を比較法的観点から考察し、その峻別基準を探っていく。

２．アメリカにおける構成員課税と法人課税の峻別基準について

　ここでは、1900年代後半から現在までのアメリカの税制の動向を述べ、そこから構成員課税と法人課税を区分するメルクマールが何であるのかを検討する。

1958年に、S法人（Subchapter S）課税制度が発足された
。これは、法人格を有していても、一定の要件すべてを満たしていればS法人を選択することができ、パス・スルー課税が認められる、という制度である[Bittker,B.I.&J.S.Eustice（1979）,p.6-19]。この制度の主な目的は、二重課税を回避し租税の中立を保つことにある。また、会社資産が分割方法によって売却される場合、第453条に明記されている利益の獲得が延期できる、といった利点も指摘されている[pp.6-40～6-41]。
アメリカの課税制度においてわが国と異なるのが、法人の他に団体（association）に法人税を課している点である。この団体とパートナーシップ
の区別を明白にするため、内国歳入庁（IRS）は1960年にキントナー規則（Kintner Regulations）を公表した。これは、①組織の継続性、②経営の集中化、③有限責任、④持分の自由譲渡性という四つのうち三つに該当する場合、団体とみなされ、法人税が課されるというものである。しかし、実際には職能法人（professional service corporation）によって大論争が起こるなどの問題も生じた[Friedlander,J.P.,Jr（1994）,pp.98～108]。1977年には、ワイオミング州において初めてLLCに関する立法が制定され[p.10]、1988年にキントナー規則の適用をうけて、ワイオミング州のすべてのLLCに対してパス・スルー課税が認められた[p.99]。LLCは有限会社としての性質と同時に、税制上パス・スルー課税が適用されるという、二つの大きな利点を同時に持ち合わせているため、企業にとって非常に好ましい選択であった[p.3]。

IRSは1996年5月9日にNotice95-14を公表した。この中で、法人とみなされ、法人課税が適用される組織のことを「当然法人（per se corporation）」、一方、事業体がその所有者と分離しており、法人とみなされない組織のことを「適格エンティティー（eligible entity）」と区分している。適格エンティティーの場合には納税者が自ら構成員課税か法人課税かの選択をすることができるとされている。また、当然法人に分類されない事業体で、かつ所有者が二人以上の場合は適格エンティティーとして認められるが、所有者が一人の場合は、適格エンティティーとして認められず、当然法人として分類されるか法人格のない事業体として扱われるかの選択を行うことができる[Mark E.Berg（1997）,pp.198～200]。この通達は1997年1月1日よりチェック・ザ・ボックス制度として施行され、今日に至っている。
以上のように、アメリカにおける組織課税のルールは少しずつ変化しながらも、その中で構成員課税と法人課税とを区分するメルクマールを実質的要件に求めてきたという点で、法人格の有無という形式的要件をメルクマールとしているわが国とは異なっている。
　

３．ドイツ、フランスにおける組織課税について

ドイツにおける企業に対する所得課税は、企業の法人格の有無に対して、構成員課税と法人課税との二通りに構成されている。ドイツでは、資本会社（Kapitalgesellschaft）、特に、ヨーロッパの会社（Europäische Gesellschaft）、株式会社（Aktiengesellschaft）、株式合名会社（Kommanditgesellschaft auf Aktien）、及び有限会社（Gesellschaft mit beschränker Haftung）に法人税の絶対的な（unbeschränkte）納税義務があるとされる（§1（1）KStG）。一方、合名会社（Offenen Handelsgesellschaft）、合資会社（Kommanditgesellschaft）、その他の会社で社員が営業の共同事業者（Mitunternehmer）と認められ得るような会社は、人的会社（Personengesellschaft）とされる。また、その所得は当該会社の社員（Gesellschafter）に直接帰属するものとされ、構成員課税が行われる（§15（1）EStG）。ドイツでは、資本会社は法人格を有しており、人的会社は法人格をもたないのである。このように、ドイツにおける人的会社は、特にその範囲及び法人格の有無の点で、わが国でいう人的会社とは異なっている。
フランスにおいては、わが国とは異なり、法人格の有無が構成員課税と法人課税とを区分するメルクマールではない。一般的に物的会社に対しては法人税が、人的会社に対しては所得税が課される。また、人的会社も法人格を有し、会社に対する法人税の課税を選択できるとされている。まず、物的会社（sociétés de capitaux）である株式会社（sociétés anonymes）、株式合資会社（sociétés en commandite par actions）、有限会社（sociétés à responsabilité limitée）に対しては法人税が課される（CGI,art.206-1）。しかし、非営利社団契約に関する1901年7月1日法により制定された非営利社団（associations régies）に対しては、非課税である（CGI,art.206-1-1）。一方、人的会社（sociétés de personnes）である合資会社（sociétés en commandite simple）、匿名組合（sociétés en participation）の有限責任社員(commanditaires）に対する配当には法人税が課される（CGI,art.206-4）。さらに、合名会社（sociétés en nom collectif）、合資会社、匿名組合等については原則的に所得税が課されるが、法人税の課税を選択すれば法人税の課税を受ける（CGI,art.206-3）。このように、フランスにおいては組織の柔軟性が高く、企業の規模等に応じた多様な法規制が整備されている。
４．むすび　

　本章では、構成員課税と法人課税を区分するメルクマールについてわが国における新たな峻別基準を探るため、アメリカをはじめとしドイツ、フランスにおける組織課税のルールを比較法的観点から考察した。

各国との比較では、法人格と法人課税を必ずしもリンクさせることが必要ではなく、わが国では法人税の課税対象が著しく広いことが明らかとなった。したがって、法人格の有無によって課税方式を一律に決するのではなく、企業の実態に応じた課税が行われるために法人税の課税対象をどのように定めるかについては、諸外国の制度に注目し再考の余地があるといえるだろう。
結語
　本稿では、構成員課税と法人課税を区分する原稿のメルクマールの問題点と、組織形態の多様化に対応した新たな峻別基準の作成の必要性、について考察した。結論は次のとおりである。
　近年わが国の組織形態の多様化は著しく、従来の峻別基準では組織の実態に応じた課税が困難となる事態が生じている。したがって、法人格の有無にとらわれない、新たな峻別基準が必要だといえる。

　しかし、わが国では新たな峻別基準の作成が必要であったにも拘らず、それを行わずに現行税制の範囲内での対応を試みた。その対応は理論上二通りが考えられ、一つは「法人格をもたない組織を法人課税の対象とする」、もう一つは「法人格を有する組織を法人課税の対象から外す」というものである。ところが、実質的には前者の対応、つまり、法人課税を行うべきではない組織を法人課税の対象範囲に取り込むことで対処してきたのである。
　その理由として、構成員課税の課税ルールは極めて複雑なものであり、その執行コストが莫大なものになる、ということが考えられる。また、組織の段階で一旦課税することによって、税収の確保も容易となる。すなわち、本稿で検討した法人税の課税根拠と密接に関わっているといえよう。

　以上のことから、現在のわが国税制において法人課税の対象となっている組織は非常に多いといえる。したがって、今後わが国税制の課題として、諸外国の法制度も参考にしつつ、わが国の法人課税に対する依存を改善し、新たな峻別基準を作成することが望まれる。

（参考文献）
・江原忠敬（2007）『六法全書　平成19年版Ⅰ』有斐閣。

・大蔵財務協会（1998）『改正税法のすべて　平成10年版』。

・岡村忠生（2004）『法人税法講義』成文堂。

・金子　宏（2007）『租税法[第十二版]』弘文堂。

・兼平裕子（2006）「多様な組織形態と法人課税・所得課税」『税法学』清分社、3～19頁。

・坂本雅士（2005）「大会社と中小会社の区分問題」『税務会計研究』第16号、1～36頁。

・佐藤英明（2001）「法人課税をめぐる問題状況」『国際税制研究』第6号、108～119頁。

・四宮和夫、能見善久（2005）『民法総則』弘文堂。

・政府税制調査会（2000）『わが国税制の現状と課題‐21世紀に向けた国民の参加と選択-』
・武田昌輔（2001）『企業課税の理論と課題』税務経理協会。

・中里　実（1985）「会社区分立法と租税法」『税経通信』第40巻第4号、28～32頁。

・中里　実（1999）「法人課税の再検討に関する覚書―課税の中立性の観点から―」『租税法研究』第19号、1～39頁。

・中里　実（2000）「パートナーシップ課税の国際的側面」『日税研論集』第44号159～228頁。

・根田正樹・矢内一好（2005）『合同会社・LLPの法務と税務』学陽書房。

・増井良啓（2002）「組織形態の多様化と所得課税」『租税法研究』第30号、1～27頁。

・増井良啓（2003）「多様な事業組織をめぐる税制上の問題点」『ファイナンシャル・レビュー』第69号、95～123頁。
・松澤三男（2006）『日本版LLP実務ハンドブック』商事法務。

・森信茂樹（2004）「わが国における法人形態の多様化と税制の展望」『税務弘報』第52巻第3号、90～100頁。

・矢沢惇編(1966)『現代法と企業』岩波書店。

・臨時税制調査会（1956）『臨時税制調査会答申』大蔵省印刷局。

・American Law Institute（1999）,Federal Income Tax Project ,Taxation of Private BusinessEnterprises,Reporters’StudybyGeorge,K.Yin&DavidJ,Shakow,Reporters,Philadelphia ,The American Law Institute.
・Bittker,B.I.&J.S.Eustice（1979）,Federal Income Taxation of Corporations and Shareholders, fourth edition, Boston, Massachusetts :Warren, Gorham & Lamont, Inc. 
・Friedlander,J.P.,Jr.（1994）,The Limited Liability Company -with a state-by-state review,Charlottesville,Virginia:The　Michie Company.
・Mark E.Berg（1997）,Checking the Box:New Proposed Regulations Would Simplify Entity Classification and Afford Planning Opportunities;Journal of Taxation,April.
� 1899（明治32）年の所得税法の改正に伴い、「第一種所得税」という名前で法人の所得に対する課税が始まった[武田（1987）,12頁]。つまり、二分法は実質的にはこの年から開始されていた。しかし、法制上二分法が定着したのは1940（昭和15）年からである[増井（2002）,5頁]。


� 本稿で「組織」とは、複数の要素が集まって統一的な働きをもつものを広く指し、事業活動を行う組織を主に念頭におくこととする。なお、この定義は増井[（2002）,2頁]に拠る。


� この点については、中里（1985）や坂本（2005）も指摘している。　　　


� このほかに、1999（平成11）年には独立行政法人が「独立行政法人通則法」、2000（平成12）年には特許業務法人が「弁理士法」、2002（平成14）年には弁護士法人が「弁護士法」、税理士法人が「税理士法」を、それぞれ法律上の根拠として誕生している。


� このほかに、2000（平成12）年には不動産投資信託が「不動産投資信託法」の改正に伴い、また、特定目的信託が「特定目的会社による特定資産の流動化に関する法律」の改正に伴ってそれぞれ誕生している。


� 集合的投資スキームとは、投資媒体が多数の投資家から資金を集め、資金運用のプロが資金を運用、管理して得た利益を投資家に分配する仕組みのことをいう。


� ファンドとは、複数の投資家から資金を集め、その資金を用いて行われる事業・資産からの利益を投資家に分配する仕組みのことをいう。


� このことは、増井[（2002）,10～14頁]でも紹介されている。また二つの課税方式の名称も同論文に拠る。


� ただし、内国法人である公益法人等又は人格の無い社団等については、収益事業を営む場合又は第84条第1項（退職年金等積立金の額の計算）に規定する退職年金業務等を行う場合に限る。


� 第138条（国内源泉所得）に規定する国内源泉所得を有するとき又は第145条の3（外国法人に係る退職年金等積立金の額の計算）に規定する退職年金業務を行うときは法人税を納める義務がある。ただし、外国法人である公益法人等又は人格の無い社団等については、当該国内源泉所得で収益事業から生ずるものを有する場合に限る。


� この考え方によれば、法人の所得に対して法人税を課し、さらに個人の配当所得に対して所得税を課すことは、二重課税となる。また、法人税は転嫁しないというのが古典的な学説であったが、最近ではむしろ、法人税は転嫁するという学説が有力になりつつある。仮に法人税が転嫁するとしたら、それが所得税の前どりであるという考え方はその限度で根拠を失ってしまうことになる[金子（2007）,231頁]。


� このことについては森信[（2004）,96頁]でも述べられている。


� このことについては中里[（1991）,11～13頁]でも述べられている。


� この点について、ニューヨーク州LLC法を設立準拠法とするLLCに対し、「我が国の私法（租税法）上の外国法人に該当する」とし、「我が国の租税法上の法人概念については、民法、商法といった我が国の私法上の概念を借用し、これと同義に解して取り扱うべきである」と判示している[国税不服審判所採決事例集第61号,102頁]。


� 民法第1条3項の権利濫用の禁止の規定の類推適用を根拠法としている。


� この点については、矢沢[（1966）,45頁]、岡村[（2004）,19頁]、兼平[（2006）,10頁]も指摘している。


� ある所得が誰に帰属するか明らかでない場合、私法上の権利関係に関わりなく、その実質に従って所得の帰属関係を確定し、その所得を享受する者に課税することにより、税法的目的を達成しようとする原理である。


� 所得の帰属を法的な関係によって規律しようとする考え方である。


�「法律上帰属するとみられる者」には真の権利者が含まれ得るのであり、そうした者ではなく、所得を現実に（経済的に）「享受する法人」に所得が帰属するという考え方である。


� この制度は現在でも継続的に適用されており、現在の要件は、①株主数が75名以下であること、②株主は、個人、諸財団、特定信託であること、③株主に非居住外国人がいないこと、④一種類を超える株式を発行しないこと、の四つである。


� アメリカのパートナーシップとは、二名以上の者が営利を目的に共同所有者として事業を行う団体であると定義されている。
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